
書式第 12号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

令和 4年度 事 業 報 「
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1 事業の成果

令和 3年度に引き続き、東京都渋谷区を主な活動場所として事業を展開した。フー ドバンク事業を実施しつつ、

地域のネットワークの構築に努め、まちの人々がお互いに助け合える仕組み作りの基盤となることに取り組んだ。

渋谷区行政 0関連機関との連携をより円滑にし、支援を必要としている人々が食品以外に必要とする生活支援や

活動に繋ぐことができるように努めた。しぶやボランティアセンター主催の「フー ドロス講座」や生活福祉部会

主催の講演「生活困窮者の関わり方について」等、食品ロス問題・貧困問題の啓蒙に努め、活動への理解と支援

を促進した。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業              (事 業費の総費用 【7,269】 千円)

定款に記載

された

事業名

事業内容 同時 場所
従事者

人数

受益

対象者

範囲

受益

対象者

人数

事業費

(千円)

フー ド

バンク事業
食品ロスの軽減を図る企
業、協力団体や個人から余
剰食品を回収する。

月に

2～ 3回 東京都内 4人

食品廃葉の

負担が軽減
できる

団体・個人

150人 700

フー ドバン

トリー事業

帯、福祉施設やフー ドパン
トリー団体に寄贈食品を
提供しする。また他団体と
共同じ
フー ドバントリー (食品配

月に

5～ 7回

る

東京都

渋谷区
8人

渋谷区の

福祉施設・福

祉団体

及び

区民・近隣住民

1400人 3,701

渋谷区行政、関係機関や
協力団体に食料支援案内
状の配布を継続し、担当
者と情報交換を行 う。

通年
東京都
渋谷区

1人 渋谷区及び

近隣住民
1400人 120

啓発事業

ロ

―マにしたイベントに参
加 したり、小学校等で出
前事業を行い、又インタ
ーネットで食品ロスや貧
困、格差に関する情報を

年に

1～ 2回
東京都
渋谷区

4人
環境 。福祉に

関心のある

一般市民

不特定多数 100

生活支援事

業

当法人の活動を通じて知
り合った生活困窮者等に
対して、今の生活の困り
ごと、これからの生活の
不安などの相談に応じ、
渋谷区行政や関係機関の
支援窓口を紹介したり、
手続き等をサポー トした
りして、解決への取り組
みを支援し、学習支援や
育児等の生活相談を受け
ることができる「親子カ
フェ」を開催する_

通年
東京都
渋谷区

10人
渋谷区及び

近隣住民 80人 2,648



(2)そ の他の事業 (事業費の総費用 【  0  】千円)

疋訳 に記取
された
事業名

事業内容 同時 場所
従事者
人数

事業費
(千円)

な し



書式第 13号 (法第28条関係)

令和 4年度 活動計算書 (その他事業がム登場合)

事 業 報 告 用
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事 業 報 告 用

令和 4年度 貸借対照表
フ ー ン ク

___」≧__」L___ ′:ヽ 1汁・ 合 計

【」

一
菫」と口

現金預金 2,206,042

什器備品 (パ ソコン) 110,

敷金
長期前払費用

剛国壼饉Li三二の三二_三二三二二_三二二三三二三二三二二三 【ツタ|コ朦嘔【
`

【A】 資 産 合 計 ①+② 2,628,582

未払金 172,

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B… 1】 +【 B-2】 2,628,582



ロ

令和 4年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特 定非営利活動法人 フー ドバンク渋谷

重要な会計方針
計算書類の作成は、順0法人会計基準 (2010年7月 20日 2017年 12月 12日

最終改正 NPO法人会計基準協議会)に よっています。

(1)固定資産の減価償却の方法
1単位につき10万円未満は消耗品として費用処理
10万円以上20万 円未満については固定資産に計上し一括償却資産として処理 し3年間で均等償却
20万 円以上は定率法によっています

使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通 りです。
当法人の正味財産は2,456,194円 ですが、そのうち 560,000円 は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約されていない正味財産は 1,896,194円 です。

3.固 定資産の増減内訳

，
“

備 考

ｎ

Ｖ フードバントリー事業に対する助成金

こどもテーブル事業に対する助成金

助成金
ｎ

ｖ フードバントリー事業に対する助成金

助成金
ｎ

ｖ 945,000 945,000 ｎ

Ｖ フードバントリー事業に対する助成金

ｎ

Ｖ 560,000 ｎ

Ｖ 560,000 学習支援事業に対する助成金助成金

1_650_000 2_352_000 3.442.000 560_000合 計

肉 :谷 :

助成金 1,650,000 ｎ

Ｖ 1,650,000

助成金
ｎ

ｖ 100,000 100,000

ｎ

Ｖ 747,OOO| 747,000



書式第 17号 (法第 28条関係)

令和4年度 財産目録

事 業 報 告 用

単 位 :円

___……………………』L______‥ …………‥………………………旦____

現金預金
手元現金 ３４

３４

７４

小 日

車両運搬具

パ ソコン 110,

ソ フ ェ ア

代々木事務所

【A】 資 産 合 計 ①十② 2,620,582

マ|

未払金
ライフカード分 172,388

長期借入金

【B-1】 負 債 合 計 ③+④ 172,

【8-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 2,450,



書式第 18号 (法第28条関係)

事 業 報 告 用

令和4年度年間役員名簿 (前事業年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は層所並
びにこれらの者についての前事彙年度における報酬の有無を配載した名簿)

特定非営利活動法人 フー ドバンク渋谷

1 確認事項 (法第20条及び第21条を確認の上、チェックを入れてください。)

口以下の役員には、欠格事由者が含まれません。(法第20条関係)

�各役員について、親族の規定に違反していません。(法第21条関係)

2 役員―覧

役 名
どちらかにO

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間
報酬を受けた期間
(該当者のみに記入)

氏   名

〇 監
ボ タ ブンゴ

久保田 文吾

2022年 4月 1日

2023年3月 31日

年  月  日

年  月  日

９
´ 亜璽∋〉監事

フカダ タクヤ 2022年4月 1日

2023年 3月 31日

年  月  日

年  月  日深田 拓也

ｎ
Ｊ ① ・監事

サ トウ マホ
2022年 :4月 1日

2023年 3月 31日

年 月

月

日

日年佐藤 真歩

４

ニ
理事 o

ウタシロ アユミ 20224年 14月 1日

2023年 3月 31日

年   月   日

年  月  日歌代 亜由美

Ｅ
Ｄ 理事 。監事

年

年

月   日

月   日

年

年

月

月

日

日

ハ
０ 理事・監事

年 月

月

日

日年

年 月

月

日

日年

理事 。監事

年  月  日

年  月  日

年  月  日

年  月  日

０
０ 理事 。監事

年

年

月

月

日

日

年  月  日

年  月  日

Ｏ

υ 理事・監事

年

年

月

月

日

日

年  月  日

年  月  日

10 理事 。監事

年

年

月

月

日

日

年  月  日

年  月  日



書式第4号 (法第 10条 。第28条関係)

設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

令和5年3月 31日 現在

饉強ヨ壼 劃歴』盤五△2-ドバ22止全

氏   名

1
久保口 文書

2 久保日 寿江

3 深日 拓也

4 佐藤 真歩

5
平井 志穂

6 歌代 重由美

7 前中 書

8 松崎 ―夫

9
小清水 織

10
島野 栄子

11

12


